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1、 生物検定法の必要性について

一般論として、免疫測定法が生物検定法より測定感度
が高いことはその通りである。しかし、本件においては、以下の理由により、測定感度の優劣だけで生物検定法の要否を決することはできず、なお、生物検定法による実験を実施する意義があり、その必要性が認められる。

第1に、ディフェンシンがイネの外部に溶出するか否かについて、免疫測定法による実験を行なったのは黒田実験（乙19）が世界で初めてであり、従って、いかなる実験方法によれば確実に溶出の有無を判断できるのか、その適切な実験方法は未だ全く確立していない。それゆえ、本鑑定においても、鑑定実施機関はさしあたり自ら最良と評価する実験方法を選択して、免疫測定法を実施するしかないが、その中で、コントロール実験（対照実験・対照区）をやった結果シグナルが出ず、選択した実験方法
が適切ではなかったことが判明する恐れが少なからずある（なぜなら、被告が、未だ厳密なポジティブコントロール実験を実施していないからである）。このとき、免疫測定法による実験は失敗と言うほかない。そこで、そのような失敗に備えて、別な方法による生物検定法を実施する意義がある。

第２に、仮に精製ディフェンシンを用いて厳密なポジティブコントロール実験が実施されたとしても、本件のコントロール実験の射程距離は、実験の前段である浸せき法が適切であることを前提にして本GMイネの浸せき水からディフェンシンを検出する過程（検出系）の実験方法の妥当性にとどまり、それ以前の浸せき法の妥当性についてまでは及ばない。そして、前述の通り、黒田実験（乙19）をもって嚆矢とするこの浸せき法についても、適切な実験方法は未だ確立しておらず、それゆえ、本鑑定においても、浸せき法について、鑑定実施機関はさしあたり自ら最良と評価する実験方法を選択して実施するしかない。その上、この部分についてのコントロール実験もない以上、最終的にシグナルが出なかった場合に、その理由が、果してディフェンシンが浸せき水に滲出していなかったからなのか、それとも浸せき法の実験方法がまずかったのか判断できない。このような不備に備えて、別な方法による生物検定法を実施する意義がある。

第３に、本鑑定の目的は、本GMイネが産生したディフェンシンがイネの体外に溶出するかであるが、その溶出の場とは水田水に囲まれた場所（茎）のみならず、大気に囲まれた場所（茎葉）である（むしろ、後者が大部分を占める）。それゆえ、栽培では大気に囲まれた茎葉について、免疫測定法でこれを水中に漬けるのは、栽培の条件を著しく変更するものであり、茎葉が水中に没した状態でも果してディフェンシンを従来通り産生するのかといった疑問が生じる。その点、生物検定法であれば、イネの茎葉を水中に漬けることなく、栽培の条件により近い状態で実験を行なうことができる。その意味で、本件において生物検定法は優れている。

第４に、歴史的に、微量分析技術が未確立な時代の植物産生物質の検出として生物検定法は最も有効な手段として活用されてきたものであり、微量分析技術が格段に進歩した現在でも、その簡便性などから基礎動植物学、農学、医学、薬学、環境科学等々の諸分野で、諸種の生物検定が今なお多用されている。そのことは、被告自身が既に黒田実験（乙19）において、免疫測定法（実験１の(1)）のみならず、生物検定法（３～４頁の実験１の(2)）をみずから進んで実施している事実が何よりも雄弁に物語る。そもそも、被告は、当初、みずから進んで免疫測定法と生物検定法の両実験を実施しておきながら、のちに、なにゆえ生物検定法のみ執拗に拒否しようとするのか、全く合点がいかない。

以上の理由から、適切な実験方法が確立していない本件においては、免疫測定法のみではなく、それとは異なる方法で、ディフェンシンの溶出の有無を確認する生物検定法の実験を行なうべきである。

２、原告が推薦する鑑定嘱託先について

(1)、京都大学大学院生命科学研究科　全能性統御機構学分野（免疫測定法）

ア、京都大学生命科学研究科全能性統御機構学分野は、植物の機能発現機構を細胞ならびに分子レベルで解明し、その応用の基盤を築くことを主眼とし研究を行っている。現在、植物細胞の２次代謝機能の分子生物学と分子育種, 光合成機能分化の研究、さらには、新規な遺伝子発現抑制法の技術的基盤の確立等を行なっており、植物科学の基礎的研究から応用研究が図れる研究設備と専門的・知見をもつ研究者を有している。特に、植物遺伝子の機能解析、発現解析に関しての実績は、国内外から高い評価を受けている。
1、 なお、最近の国や地元の公共機関等との間の共同研究、委託研究実績の一例は以下の通りである。
・日本学術振興会・未来開拓学術研究推進事業「植物遺伝子」：「植物におけるRNA機能の不活化と遺伝子機能解析」H12- H16年度
・エネルギー使用合理化技術開発費等補助金（バイオテクノロジー開発技術研究組合）「植物利用エネルギー使用合理化工業原料生産技術の研究開発」H11-H15年度

・日本学術振興会・未来開拓学術研究 JSPS-RFTF96R16001 「２１世紀の食糧ならびに資源確保と環境保全に対応するための植物の分子育種」  H8-12年度
ウ、以上の通り、京都大学生命科学研究科全能性統御機構学分野は、遺伝子組換え分野における専門性及び今回の鑑定における誠実公平性を有することから、原告は、同機関を免疫測定法の嘱託先として推挙する。
(2)、ビジョンバイオ株式会社（生物検定法）

ア、ビジョンバイオ株式会社は、DNA鑑定を中心に、食品全般の分析業務を行っている。これまで農林水産省からのDNA検査を毎年受託しており、それ以外にも東京都、福岡県等の公的機関からもDNA鑑定の依頼を受けている。また衛生検査としては、一般生菌、大腸菌群、真菌、腸炎ビブリオ等の細菌培養検査や、ノロウイルスRNA検出検査も行っている。

イ、設備について

　同社の研究室は平成16年久留米市百年公園に建設された福岡バイオインキュベーションセンター内にあり、この施設は、鉄筋コンクリート４階建ての建物で、施設への入り口はもちろん、各部屋の入り口にも、セキュリティーロックがついており、情報等の漏洩を防ぐことができる。

　研究室は、バイオハザードレベル２（P2）対応の部屋であり、室内の奥にクリーンベンチが設置されている。その他設備として、湿式滅菌装置（オートクレーブ）、恒温培養装置、超純水製造装置、光学顕微鏡といった機器を持ち、室内には非常用電源も設置されているため、停電時も電源の供給が可能となっている。

ウ、これらの施設を元に社員が業務を行っているが、新規事業等で新技術の導入が必要な際は、近隣に福岡県や大学の研究機関があり、さらに九州大学との共同研究実績があるため、技術的な問題について相談することができる。

エ、これらの技術的背景を元に、検査を受託し、研究開発を進めており、同社は、遺伝子組換え分野における専門性及び今回の鑑定における誠実公平性を有することから、原告は、同社を生物検定法の嘱託先として推挙する。
３、被告が推薦する鑑定嘱託先について

被告が第６回弁論準備期日において鑑定嘱託先として推薦した長岡技術科学大学生物系は、以下の理由により不適切と考える。

福田雅夫、渡邉和忠、野中孝昌、曽田邦嗣、森川康各教授をはじめとする同大学生物系教官12名は、昨年のGMイネ野外実験中止の仮処分手続において、被告実験が安全であり、《ここに仮処分申請の却下を強く求めます》という要請書（疎乙87。甲74）を連名で作成した人たちであり、現在の同大学生物系の8名の教授のうち５名、７名の助教授のうち５名を構成する
。

　従って、このような人たちから構成される長岡技術科学大学生物系の下では公正な鑑定を期待することは到底不可能と言うほかない。

以　上

� どれくらいまで微量の物質が測れるかを示すもの。


� ここで言う実験方法とは、必ずしも抗原抗体反応を利用した測定法自身を意味せず、実験の前段である浸せき法が大きな比重を占める。


� 長岡技術科学大学生物系のHP参照：http://bio.nagaokaut.ac.jp/research.shtml





PAGE  
1

